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6 月の公職選挙法等の一部を改正する法律の成立・公布により（2016 年 6
月施行）、18 歳へと選挙権年齢が引き下げられ、政治教育は以前にも増し






























































が 29 カ国、「独立モデル」が 79 カ国、「混合モデル」が 40 カ国）。では、こ
うした国際的な多様性の中で「混合モデル」に位置付けられる日本国内の選
挙管理委員会において、実際にどの程度のガバナンスが機能しているのだろ

































































就任年 平均年齢 委員長 議員経験無 元都議 党　派
1960 ─ 無→自民 2 2（＋１） 社会、自民、民社
1963 ─ 自民 1（＋１） 3 自民、社会、公政連
62
1967 ─ 社会→公明 1 3 社会、公明、自民
1971 ─ 無 1 3 自民、公明、社会
1975 ─ 自民→無 1（＋ 1） 3（＋ 1） 自民（2）、公明、社会
1979 ─ 無 1 3 自民、公明、社会
1983 ─ 自民 1 3 自民、公明、社会
1987 ─ 自民→公明 1 3 自民、公明、社会
1991 ─ 自民 1 3（＋ 1） 自民、公明、社会（2）
1995 ─ 自民 2 2（＋ 1） 自民、公明（2）
1999 ─ 自民 1 3（＋ 2） 自民、公明（2）、共産（2）
2003 ─ 自民 1 3（＋ 1） 自民（2）、公明、民主
2007 72.25 自民 1 3 自民、公明、民主
2011 75.25 民主 1 3 自民、公明、民主
　第 1 に、都議会議員出身者が多い。しかし第 2 に、歴史的にも必ず無所
属委員がおり、しかも近年 1983 年以降は、必ず警視庁 OB が一人入って
いる。これは、他自治体では聞かないケースであった18。第 3 に、高齢男








































　第 1 に、直近の 2013 年就任まで元区議出身者ばかりで、議員経験のな
い委員はいなかったことが確認されている。第 2 に、委員長は継続的に自





就任年 就任時年齢 委員長 議員経験無 元区議 党派
1997 不明 自民 0 4 自民 2、公明 1、無所属 1
2001 不明 自民 0 4 自民 2、公明 1、民社 1
2005 不明 自民 0 4 自民 2、公明 1、世田谷・生活者ネットワーク1
2009 不明 自民 0 4 自民 1、公明 1、民主 1、共産 1











就任年 就任時平均年齢 委員長 議員経験無 元区議 党派



















　以下の表 5 に示される通り、第 1 に、1990 年代半ばから無所属委員の
割合が大きい。この意味では、むしろ「名士型」に近い特徴を持つことも





就任年 平均年齢 委員長 議員経験無 元区議 党派
1991 65.5 無 2 2 2（自民、公明）
1995 62.75 無 3 1 自民
1999 62.75 無 4 0 ─
2003 66.75 無 4 0 ─
2007 68 無 3 1 公明







　第 1 に、委員は議会選出である。ここでは、1956（昭和 31）年以降、2012
（平成 24）年まで（直近就任年）56 年間で 30 名の民間出身委員が存在し、





委員リスト 性別 委員リスト 性別 委員リスト 性別 委員リスト 性別
1 M 9 M 17 M 25 M
2 M 10 M 18 M 26 F
3 F 11 F 19 M 27 M
4 M 12 M 20 M 28 F
5 F 13 M 21 M 29 M
6 F 14 M 22 F 30 F
7 M 15 M 23 M
8 F 16 F 24 F
　第 2 に、委員の再任の多さである。ここでは、データで観察される 56 年
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（Endnotes）


















5 ここでは、先行研究として大西 2013 からの知見をまず参照しており、その
理論的整理と実態の把握は示唆に富むものである。














12 2013 年 7 月の参議院議員選挙で問題となり、2016 年参議院議員選挙前でも、
こうしたコンプライアンスと「行政のミス」に関する問題が議論される。






















18 東京都選挙管理委員会事務局への訪問ヒアリング調査、（2014 年 7 月 9 日実
施）。なお、最終確認は 2015 年 1 月 16 日に行った。
19 本表の作成は、2014 年 6 月 7 月、2014 年 7 月 31 日に行った。最終閲覧 2015
年 1 月 23 日。




委員会への聴き取りによる確認（2015 年 1 月 22 日）。




25 武蔵野市選挙管理委員会への電話でのヒアリング調査。2014 年 7 月 18 日問
い合わせ。2015 年 12 月 22 日確認。
26 武蔵野市選挙管理委員会提供名簿をもとに、氏名から判断の上で筆者作成。


























34 東京都選挙管理委員会 HP 掲載情報による確認、江東区選挙管理委員会事務
局へのヒアリング調査より。
35 ただし、この現実的な検討を行う上では、従属変数としてのパフォーマンス
にも共変的な多様性が存在することが、その分析の前提となるであろう。
36 なお、本研究に関しては、特に 2015（平成27）・2016（平成28）年度における
選挙管理委員会による「選挙出前授業」のアウトプットとアウトカムを実証
的に分析する研究が、示唆的な知見を提供しうる。
